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工作機械メーカーにおける研究者の業績を規定する

コミュニケーション ・パターン

山梨学院大学 石川 淳

1.は じ め に

 日本の工作機械メーカーは，総 じて これまで強

い国際競争力を発揮 してきたといえる。例えば，

CNC工 作機械では，生産台数で1970年 代の後半

にアメリカを追い越 して世界一となった(伊 丹，

1994)。 生産金額ベースで も， 日本の工作機械の

シェアは， ドイッを抑えて世界一である(佐 藤，

1990)0            '

 日本の工作機械 メーカーが，これまで強い国際

競争力を発揮できた理由は， コスト水準の低 さ，

マージンの低さ，そ して生産品質 の高さによる

(伊丹，1994)。 しかし今後は，これまでのような

要因によって競争力を維持 していくことが難 しい

と考 え られる。低いコス トについては，円高や

NIES諸 国の追い上げにより，今まで通 りの相対

的な低コス トを維持 していくことが難 しくなって

きている。また，マージンについても，ダンピン

グや不当競争といった欧米企業からの批判に対応

しなければな らず，また，特 に不況期にはメー

カーの体力を消耗するため，今後とも低 レベルを

維持 していくことは難 しい。

 生産品質の高さについては，今後とも国際的に

高いレベルは維持できるであろう。 しか し，国際

的な競争が激化する中で，生産品質の高さだけで

競争優位を築いてい くことは難 しいと考え られ

る。 このため今後 は，低価格の汎用製品だけでな

く，高機能の高付加価値製品でも競争優位を築い

ていく必要がある。

 高機能の高付加価値製品において競争優位を築

いていくためには，自社独 自の要素技術を高度化

していく必要がある。そして要素技術の高度化の

ためには， これまで以上に研究開発部門が重要な

役割を担 っていかなければならない。従 って，研

究開発部門の業績 を向上 させ るために，いかに

個々の研究者を活性化 し業績向上を促進 していく

かが，工作機械 メーカーに とって重要 な課題 とな

る。

 研 究業績 に重要 な影響 を及 ぼす要因 の一 っ とし

て コミュニケー ションがあげ られ る。研究活動 と

は，新 しい知識 を創造す るための活動 であ る。 し

か し，何 もないと ころか ら全 く新 しい知識 が生 ま

れ るこ とは まれで あ り，通常 は，新 しい知識 の

べ 一スとな る様 々な情報 を もとに， これ らの情報

を発 展 させ た り，新 た に組 み合 わ せ る ことに よ

り，新 しい知識を創造 して い くことになる(Ama-

bile，1996；Ward et al.，1999)。 従 って，研究業績

をあげ るたあに は，必要な情報を効果的 に獲得す

ることが重要 とな る。情報獲得 には，文献や デー

タベー ス検索 な ど様 々な方法があ るが，最 も有効

な方法 の一 っ と して口頭によ るコ ミュニケ ーシ ョ

ン が あ げ られ る(Allen，1970；Czepiel，1975；

Edstorm&Galbraith，1977；Menzel，1966)0

従 って，研究活動 を推進 してい く上 で， コ ミュニ

ケー ションは重要 な役割 を果 た してい ると考 え ら

れる。

 本 稿 では，工作機械 メーカーにおけ る研究者 の

業績 とコ ミュニケーシ ョンの関係 に焦点 を当て，

どのよ うなコ ミュニケーシ ョン ・パ ター ンが研究

業績向上 にプラスの影響 を及 ぼす のか， またその

ようなコ ミュニケーシ ョンを促進す るたあにはど

の ようなマネジメ ン トが有効で あるのか を明 らか

にす ることを 目的 とす る。

2.研 究 業 績 と コ ミ ュニ ケ ー シ ョン ・パ

 ター ンの関係

 研究活動において生み出されるものは技術的な

知識であり， このような技術的知識を創造するた

めには，そのベースとして，当該技術の専門分野

およびその周辺分野における基礎的な情報や， こ

れまでの研究成果に関する情報 といった専門的情

報が必要不可欠 となる。 これらの情報獲得のたあ
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には，組織外部 の専 門家 との コ ミュニケーシ ョン

(以 下，外部 コ ミュニケーシ ョン)が 重要 な手 段 と

な る。 実際 にFarris(1972)やParker et a1.

(1968)は ，外部 コ ミュニケー シ ョンが研究 業績 に

プ ラスの影響 を及 ぼ してい る ことを実証 研究 に

よ って明 らかに してい る。

 しか し，研究業績 をあげ るたあに必要 な情報 は

専門的情報 だけではない。企業 におけ る研究 は，

それ ぞれのプ ロジェク トチームが， それぞれの関

心 を基 に勝手 に推進 して良 いわけで はない。企業

には，企業全体 の経営戦略 があ り， これに関連 す

る形 で研 究 開発 戦略 が組 まれて お り，個 々 の研

究 テ ーマ は， この研 究開 発戦 略 に沿 った形 で推

進 され るべ きで ある(Maidique&Patch，1988；

Pappas，1984；Porter，1987；Roussel et a1.，1991)o

従 って，企業 にお いて研 究業 績 をあ げ るため に

は，企業全体 の経営戦略 や研究開発戦略 を理解 し

てお く必要が ある。

 ま た，企業 にお ける研究開発 では，研究開発 プ

ロセスの ス ピー ドア ップや コス トダ ウン， そ して

研究成果の市場性が重要 な課題で あ り， そのたあ

に，企業内 の他部門 と連携や調整 を とってい く必

要が ある(Clark&Fujimoto，1991；Vasconcel-

los，1994)。 そ してその ためには，企業内 の他部門

と情報を共有 しておか なけれ ばな らない。

 この ように，研究業績 をあげるたあには，専門

的情報だ けでな く，企業全体 の経営戦略や他部門

に関す る情報 といった企業内情報 も必要で あ り，

そのため には企業内他部門 のメ ンバ ーとのコ ミュ

ニケ ーシ ョン(以 下，内部 コ ミュニケーシ ョン)

が 重要 な手段 とな る。

 研 究業 績 向上 の た めに は，内 部 およ び外部 コ

ミュニ・ケー シ ョンだ けでな く， プロジェク ト内の

コ ミュニ ケー シ ョン(以 下， プ ロ ジェ ク ト内 コ

ミュニケーシ ョン)も 必要 となる。通常，研究 は

プロジェク ト単位で行われて いる。 プロジェク ト

内で は， プロジェク ト・メ ンバ ーが， プロジェク

ト全体の研究 テーマに沿 って，相互 に連携 や調整

を とりなが らそれぞれが果 たすべ き役割 を担 って

い る。 プロジェク トと して一っ の研究 テーマを追

求 してい るのであ るか ら， この ような連携や調整

もとらずに メンバ ーそれぞれが勝手 に研究 を推 し

進 あて は，効果 的な研 究活動を行 うことがで きな

い。従 って， プロジェク ト内で は，頻 繁 にコ ミュ

ニケー シ ョンを行 うことにより，情 報の共有化 を

図 ってお く必要 があ る。

 こ の よ うに， プ ロ ジ ェク ト内， 内部，外 部 コ

ミュニケー シ ョンは研究業績 に対 して重要な影響

を及 ぼ してい る考 え られ る。従 って，研 究業績向

上 のためには， これ らの コ ミュニケ ーシ ョンを効

果 的にマネ ジメン トしてい く必要 があ る(図1)。

 と ころで，一人 の研 究 者 が これ らの コ ミュニ

ケ ー シ ョンを全 て担 うこ とが で き るので あろ う

か。 この点 に関連 して，Allen(1977)は ， コ ミュ

ニケー ション ・パ ター ンとプ ロジェク トの研 究業

績 の関係 について分析 を行 った。 その結 果， 数 は

少 ない ものの， 内部 および外部双方 について頻繁

な コ ミュニケー ションを行 う研究者 が存在 し， そ

のよ うな研究者 は，研究 プ ロジェク ト内において

もコ ミュニケー ションの中心 とな り，企業 内部 の

情報 や専門的情報 につ いて，他 のプ ロジェク ト ・

メ ンバ ーに対す る供給源 とな ってい ることを明 ら

か に した。彼 は， このよ うな研 究者 をゲ ー ト・

キーパ ーとよび， プ ロジェ ク トの研究業績 は， プ

ロジェク ト内 にゲー ト・キーパ ーがい るか どうか

に依存す ると指摘 した。

マネジメント

 プ ロ ジ ェ ク ト内
コ ミ ュニ ケ ー シ ョン

プ囗ジェク ト
内の情報共有化

厘内 部 コ ミ ュニ ケ ー シ ョン塗
外 部 コ ミ ュニ ケ ー シ ョ ン

企業内情報の獲得
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図1 コミュニケーションと研究業績の関係
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 こ のAllen(1977)の 指 摘 は，一人 の研究者 が，

プロジェク ト内， 内部，外部 の全 てにおいて頻繁

にコ ミュニケーシ ョンをとる ことが可能 である こ

とを示唆 して いる。 そ うであれば， それぞれの コ

ミュニケーシ ョンを頻繁 に行 うことが，研究業績

向上 にっ なが るはずで ある。 ただ し， 内部 コ ミュ

ニケーシ ョンを行 うたあに必要 となるコ ンテクス

トと外部 コ ミュニケーシ ョンを行 うために必要 と

な る コ ンテ クス トは異 な ると考 え られ る。従 っ

て， 双方を頻繁 に行 うには，非常 に高 いコ ミュニ

ケーシ ョン能力を必要 とす る。 このたあ，全 ての

コ ミュニケ ー ションを頻繁 に行 うことは，Allen

(1977)も 指 摘 してい るとお り，ご く少数 の研究者

にのみ可能 であ ると考え られ る。 それで は， ご く

少数 の研究者 を除 いた他 の研究者 にとって， どの

よ うな コ ミュニケ ーシ ョン ・パ ター ンを とること

が研究業績 向上 にっなが るのであ ろうか。 また，

どの よ うな マネ ジメ ン トが その よ うな コ ミュニ

ケー ションを促進 す るのであ ろうか。以下 で は，

これ らの点 を明 らかにす るたあ に， コ ミュニケー

シ ョンと研 究業 績 の関係， お よび コ ミュニ ケ ー

ションとマネ ジメン トの関係 について分 析を行 っ

た。

3.分 析の方法

表1 コ ミ ュニ ケ ー シ ョンの 指 標

内部 コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン

外 部 コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン

・生 産 部 門 の メ ンバ ー

・営 業 部 門 の メ ンバ ー

・他社の専門家

・大学の専門家

・政府系研究機関の専門家

・民間の研究機関の専門家

 日本 の大手および準大手工作機械メーカー13

社の研究者373名(有 効回答率73.1%)か ら得ら

れた， コ ミュニケーシ ョン・パ ターンや研究業

績，研究開発部門内において実施 されているマネ

ジメントなどに関する質問紙調査の回答結果につ

いて分析を行 った1)。

 ただ し，同 じ研究者であっても，管理職 と非管

理職では，企業内における役割が違 うと考えられ

る。非管理職は，一線の研究者 として自ら研究に

たずさわ り，当該研究テーマを自ら達成す ること

が役割である。これに対 して管理職の場合は，自

ら一線の研究を行っている者 もいるであろうが，

その役割の主は管理的なものとなる。自ら研究を

行 うというよりは，部下である研究者のモチベー

ションを促進 した り，研究を推進するために必要

な環境を整えたり，企業全体の経営戦略や研究開

発戦略 と整合性のとれた研究活動 となるよう調整

を図ることなどが主たる仕事 となる。 このため，

非管理職の研究者 とは，業績向上要因も違 うであ

ろうし，必要となるコミュニケーション・パター

ンも違 うと考えられる。従 って本稿では，管理職

と非管理職を分けて分析を行 った。

 コ ミaニ ケーシ ョン頻度の指標の うち，プロ

ジェクト内 コミュニーケーションについては，「同

じプロジェク トのメンバー」とのコ ミュニケー

ションの頻度について，常にある(5点)か ら全

くない(1点)の5点 尺度で回答 してもらった結

果を用いた。また，内部コ ミュニケーションおよ

び外部コミュニケーションについては，表1の 各

項目とのコミュニケーションの頻度について，同

様に5点 尺度で回答 してもらった結果の平均値

を用いた。

 マネジメントの指標には，表2の 各項目につい

て，各研究者が所属する研究開発部門における実

施度合いを，非常に徹底 している(5点)か ら全

く行われていない(1点)の5点 尺度で回答 して

もらった結果を用いた。

 研究業績 の指標の一っと して，特許数 を用 い

た。なぜなら，企業では，研究活動においても企

業全体の利益 に貢献することが求あられており，

研究 プロセスにおいて新たに得 られた知的財産の

保護および活用の観点か ら特許取得が重視されて

いるからである。

 しかしその一方で，研究プロセスにおけるアウ

トプットを考える場合，直接特許に結びっかない

アウトプットについても評価する必要がある。な

ぜなら，たとえアウトプットが出た時点では特許

に結びっかなくとも，後 に当初の もくろみ とは

違 った別の技術に応用 されて特許や製品化に結び

っ く場合があるからである。また，守島(1999)や
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マ ネ ジメ ン ト 1

マ ネ ジメ ン ト 2

マ ネ ジメ ン ト 3

マ ネ ジメ ン ト 4

マ ネ ジメ ン ト 5

マ ネ ジメ ン ト 6

マ ネ ジ メ ン ト 7

マ ネ ジ メ ン ト 8

マ ネ ジ メ ン ト 9

マ ネ ジ メ ン ト10

マ ネ ジ メ ン ト11

マ ネ ジ メ ン ト12

マ ネ ジ メ ン ト13

         表2 マネ ジメン トの指標

研究開発と製品化が密接に関連している.

市場や顧客の情報が頻繁に研究開発に伝えられる.

研究者が リスクをおかすことが奨励されている.

公式のプロジェクトでない，メンバー独自の研究(ア ングラ研究)が 奨励されている.

チーム単位で仕事をしても，個人の貢献が正しく評価されている.

研究 リーダーがメンバー間の調整や問題解決などに割く時間を少なくする努力がなされてい
る.

研究開発プロジェクトを組む際に異質な人材の組み合わせが重視される.

社外や社内の研究者を呼んでの，情報交換の機会が数多く設けられている.

社外の研究所や学会や大学 との研究上の交流が奨励されている.

社外の研究所や大学からの第一線の研究者上採用が多い.

予算やスタッフの使い方について，研究者の自由度が高い.

勤務時間管理が，研究者の自主的な判断にまかされている.

研究開発テーマの設定は，研究者個人の関心や興味を考慮 して決められている.

石川(2000)は ，研究業績の中で も，学術論文のよ

うな学界での業績と特許のような企業内での業績

では，業績向上要因が違 うことを指摘 している。

そこで本稿では，特許数とは別に，学界での業績

を代表する指標として，論文数を研究業績の指標

として用い，それぞれにっいて分析を行った。具

体的には，特許数および論文数のそれぞれについ

て， これまでに業績 としてあげた数を回答 して も

らった結果を各指標 とした。

 管理職の場合，一線の研究者に比べて直接研究

にたずさわる程度 は少ない。 このたあ，これ らの

業績指標には，部下である一線の研究者の研究業

績が大 きく反映 されることになる。なぜなら，企

業内における研究の場合，論文や特許 といった研

究業績をあげた際に，その業績に最 も貢献度が大

きか った研究者だけでなく，当該研究者をマネジ

メントしている管理職 も含めて業績に名前を載せ

ることが慣行 となっているからである。

 しか し，一線の研究者の業績は，当該研究者の

資質だけでなく，必要な情報の伝達 も含めて，研

究業績をあげられるような環境を管理職が整えて

いるかどうか，つまりその上司が，研究をマネジ

メントする管理職として優秀であるかどうかとい

う面 も反映 していると考え られる。逆に言えば，

部下の多 くが高 い研究業績をあげているとすれ

ば，その上司である管理職は，研究のマネジメン

ト面で優れていると考え られる。従 って，本稿に

おける管理職の研究業績の指標は，研究をマネジ

メントする管理職 として優秀な業績を残 している

かどうかを示す指標 として妥当性があると考え ら

れる。

4.分 析 結果

 ① 管 理職 と非管理職 の コ ミュニケー シ ョン ・パ

  タ ー ンの違 い

 管 理職 と非管理職 で， コ ミュニケー ション ・パ

ター ンにどのよ うな違 いがあるかを確認 するため

に， プ ロ ジェ ク ト内，内 部，外部 それ ぞれ の コ

ミュニケーシ ョン頻度 を比較 した(表3)。 そ の結

果，管理職 および非管理職 と もに， プロ ジェ ク ト

内 コ ミュニケーシ ョンの頻度が最 も高 く，外部 コ

ミュニケーシ ョンの頻度が最 も低 いことがわか っ

た。 これ は，遂行 して いる業務 に直接関連す る度

合 いお よびコ ミュニケーシ ョンの容易 さを考 える

と妥 当な結果で あると考え られ る。

 管 理職 と非管理職の違 いにつ いてみ ると， プロ

ジェク ト内 コ ミュニ ケーシ ョンにつ いて は両者 に

有 意 な違 い がみ られ ない が， 内部 お よび外部 コ

ミュニケー シ ョンについて は， 管理職 の方が有意

に高 い頻度 で行 って いる ことがわ か った。Allen

et al(1979)やKatz&Tushman(1981)， Tush-

man(1978)は ， 研究者 がゲ ー トキーパ ーの役割

を果 た してい るか どうか は， 当該研究者 の職位 と

は無関係 であ ると指摘 してい るが，Lynn et a1.

(1993)や 石 川(2000)は ， 日本 において は管理職

が ゲー トキーパ ーの役割 を演 じてい ると指摘 して

いる。表3の 結果 は，管理職 がゲー トキーパーの
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表3 コ ミュニケーション頻度の比較 ：管理職と非管理職

プ ロ ジ ェ ク ト内 コ ミュ ニ ケ ー シ ョンン

一.

管 理 職
     一一

非管理職

N _J
  ?3
一 一一

286

管 理 職
一

72

非管理職 290

管 理 職
一.

74

非管理職 290

          一

L.」.平 堕
3.863

内部 コ ミ3ニ ケ ー シ ョ ン

外 部 コ ミュニ ケ ー シ ョ ン

4.091

2.958

2.537

1.662

1.285

 

標準偏差

 0.976
一一一一

自由度  t値
一一   .一『

一1
.769356

0.985

『

o.soi

360

『 〒一一

 3.886*
0.829

0.501

 360

一..

5.815*

0.497

***p<0 .001

表4 変数間の相関行列：管理職

1

2

3

4

5

6

7

8

年 齢

プ ロ ジ ェク ト内 コ ミュニ ケ ー シ ョ ン

内 部 コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン

外 部 コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン

プ ロ ジ ェ ク ト内 × 内部

内 部 ×外 部

外 部 × プ ロ ジ ェ ク ト内

内 部 ×外 部 × プ ロ ジ ェ ク ト内

1 2 3 4 5 6 7

一 〇
.14

 0.13

 0.20

-0 .03

 0.09

-0 .09

-o
.os

 0.23

 0.11    0.25

 0.14  -0.01  -0.08
-0 .01    0.38    0.45

 0.16   -0.06    0.03

 0.a7   -o.oa   -o.io

一 〇
.07

 0.32  -0.11

 0.34   -0.15   0.48

N=72

表5 変数間の相関行列：非管理職

1

2

3

4

5

6

7

8

1 2 3 4 5 6 7

年 齢

プ ロ ジ ェ ク ト内 コ ミュニ ケ ー シ ョン

内部 コ ミュニ ケ ー シ ョ ン

外 部 コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン

プ ロ ジェ ク ト内 ×内部

内部 ×外 部

外 部 ×プ ロジ ェ ク ト内

内 部 ×外 部 × プ ロ ジェ ク ト内

一 〇.os

 O.19

 0.12

-0 .05

 0.oo

 O.05

 0.ol

 0.24

 0.10   0.21
-0 .32    0.12   -0.01
-0 .05   -0.05    0.39   -0.04
-0 .34   -0.05    0.21    0.22

 0.24    0.00    0.08   -0.37

0.05

0.04   -0.08

N=286

役割 を演 じてい るか どうか はともか く，少な くと

も管理職 が コ ミュニケー シ ョンにおいて重要な役

割 を果 た してい ることを示 唆 してい る。

 ② コ ミュニケー シ ョンと研究業績

 1)管 理 職

 コ ミュニケーシ ョンと研究業績 の関係 を確認 す

るために，研 究業績を従属変数，プロジェク ト内，

内部，お よび外部 コ ミュニケー ションの頻度 を独

立 変数 とす る重回帰分析 を行 った。 ただ し，研究

業績はこれまでにあげた回数で測定されているた

あ，当該研究者の研究歴の影響を受けると考えら

れる。このたあ，研究歴の代理変数 として年齢を

コントロール変数として投入することとした。

 また，Allen(1977)が 指摘 しているとおり，少

数の研究者はこれ らのコミュニケーションの複数

もしくは全てにおいて，他の研究者 より頻繁 に

行 っている可能性があ る。本稿では，複数のコ

ミュニケーションを頻繁に行うことが，研究業績

にどのような影響を及ぼすのかという点について
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も確認するために，独立変数としてそれぞれのコ

ミュニケーションの交差項を設けた。

 交差項を設 けることによる多重共線性の問題を

避けるたあに，それぞれのコミュニケーションの

指標には， 「3.分析の方法」 で示 した各コミュニ

ケーションの指標の平均値からの偏差を，交差項

につ い て は各偏 差 の積 を用 い た(Cronbach，

1987)。 この結果，各独立変数間の相関は，表4，5

の通 りとなった。

 管理職にっいて，論文数を従属変数 とした重回

帰分析の結果が表6で ある。モデル1は 交差項を

設けないモデルで，モデル2は 交差項を設けたモ

デルであ る。モデル1で は，外部 コミュニケー

ションのみが論文数にプラスの影響を及ぼしてい

る。ただ し，モデル1の 決定係数は有意でなく，

モデル1自 体の予測精度は疑わ しい。

 モデル2の 調整済R2は ， モデル1と 比較 して

0.09上 昇 してお り，さらにモデル2の 決定係数

は有意であることか ら，独立変数として交差項を

設 けることに意味があると考え られる。論文数に

プラスの影響を及ぼ しているのは外部および外部

×プロジェクト内であり，内部×外部およびプロ

ジェクト内×内部×外部がマイナスの影響を及ぼ

している。

 論文 という学術的な業績をあげるたあには，専

門的情報が必要 なのであろう。このたあ外部 コ

ミュニケーションがプラスの影響を与え及ぼ して

いると考 え られ る。 また先述 したとお り，管理職

の場合，直接研究 にたず さわるとい うよ りは，部

下で ある一線 の研究者 の研究活動 を促進 する こと

が重 要 な役 割 とな る。 このた め，外 部 コ ミュニ

ケーシ ョンにより専門的情報 を獲得す るだけでな

く， これを各研究 プロジェク トに所属す る一線 の

研 究者へ伝え ることが必要 となる。 このたあ外部

コ ミュニケ ー シ ョンとプ ロ ジェ ク ト内 コ ミュニ

ケーシ ョンの双方を積極的 に行 うことが，研究業

績 に プラスの影響 を及 ぼ して いると考え られ る。

 一 方 で， 内部 コ ミュニケーシ ョンと外部 コ ミュ

ニケー シ ョンの双方 につ いて頻繁 に行 うことは，

論文数 に はマイナ スの影響 を及 ぼす。 内部 コ ミュ

ニケー ションや プロジェク ト内 ×内部が有意 な影

響 を及 ぼ していない ことか ら， 内部 コ ミュニケー

ションその ものがマイナ スの影響 を及 ぼ して いる

とい うよ りは， 内部 と外部 を同時に行 うことが マ

イナスの影響 を及 ぼ してい ると考 え られ る。 この

結果 は， 内部，外部， プ ロジェク ト内のいずれの

コ ミュニケー ションも頻繁 に行 う研究者 が， プロ

ジェク トの研究業績 向上 にプ ラスの影響 を及 ぼ し

て いる ことを指摘 したAllen(1977)の 結 果 と相

違す る。

 なぜ このよ うな結果 にな ったのかは，本稿 の分

析 だ けで は明 らか にす る こ とはで きな い。 ただ

し，Lynneta1.(1993)や 石 川(2000)が 指 摘 して

い るとお り， 日本 企 業 で は管 理職 が ゲ ー トキ ー

表6 研究業績(論 文数)を 従属変数とした重回帰分析：管理職

年 齢

プ ロ ジ ェ ク ト内 コ ミ3ニ ケ ー シ ョ ン

内 部 コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン

外 部 コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン

プ ロ ジ ェ ク ト内 ×内 部

内 部 ×外 部

外 部 × プ ロ ジ ェ ク ト内

プ ロ ジ ェ ク ト内 ×内 部 ×外 部

定 数

調 整 済 みR2

F値

モ デ ル1

回帰係数

o.io

0.96

一1
.69

一

3.75

一

一2
.83 『

o.os

2.12
一一

 t値

 0.84

 1.26

-1
.70

 2.75**

一 〇.53

回帰係数

モデル2

 o.ii

 1.01

-0 .83

 4.85
-1 .04

-3 .49

 4.79

-4 .13

一2
.95

 0.15

 3.22**

t値

 0.89

 1.30

-0 .82

 3.10**

一1 .04

-2
.37*

 3.05**

一2
.42*

一 〇
.57

*p<0 .05 **<0.01

N=72
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表7 研究業績(特 許数)を 従属変数とした重回帰分析：管理職

    一⊥ 帰係評tl.[磁 評t値
年 齢

プ ロ ジ ェ ク ト内 コ ミュ ニ ケ ー シ ョン

内 部 コ ミュニ ケ ー シ ョン

外 部 コ ミュニ ケ ー シ ョン

プ ロ ジ ェ ク ト内 ×内部

内部 ×外 部

外 部 ×プ ロ ジェ ク ト内

プ ロ ジェ ク ト内 ×内部 ×外 部

定数

調整済みR2

F値

0.64

8.24

0.i7

2.28

*p<0 .05

N=72

一19
.42

 0.09

 2.93*

」

1.26

3.10*

0.09

0.57

一 〇
.7s

 0.46

 7.57

 1.2?

 1.99

 9.43
-4 .31

 3.81
-14 .24

-10 .64

 0.ia

 2.16*

 0.89

 2.03*

 0.47

 0.39

 2.11*

一 〇
.64

 0.72

-1
.94

一 〇
.42

パーの役割 を演 じてい るとす ると，Allen(1977)

が指 摘 したゲー トキーパー とは違 い，必 ず しもコ

ミュニケー ション能力 が抜群 に高 い管理職 がゲー

トキーパ ーの役割 を演 じているとは限 らない。 そ

のような管理職が，本来 コ ンテクス トが違 う内部

コ ミュニケーシ ョンと外部 コ ミュニケーシ ョンを

同時 に行 うことにより，かえ って混乱を招 いて い

るので はないだ ろうか。

 次 に，特許 数 を従 属変 数 と した重 回帰分 析 を

行 った(表7)。 モ デル2の 調整済R2は ， モデル

1に 比 べ て0.03上 昇 して い る。モ デル1で はプ

ロジェ ク ト内 コ ミュニケー ションがプ ラスの影響

を及 ぼ して お り，モデル2で は， これに加 えてプ

ロジェク ト内 ×内部が プ ラスの影響 を及 ぼ して い

る。特許の ような研究業績 は，偶然見 いだ され た

技術 を特 許申請す る場合 もあ るが，多 くの場合，

製 品化 とい う明確 な 目標 をめざ し， それを達成 す

るたあに必要 な技術 開発 を 目的 とした研究活動 に

よ って生 み出される。従 って，業績 を達成 するた

あには，専門的 な情報 だけでな く，企業全体 の経

営戦 略 や研究 開発 戦 略，他 部 門 のニ ー ズな どと

いった企業内情報が必要 となる。 ただ し，企業内

情報 を獲 得 しただ けで は意味が な く， これ らの情

報 を管理職 として各 プロジェク トに対 して供給 し

てい く必要 があ る。 このたあ プロジェク ト内お よ

び内部 の コ ミュニケー ションの双方 について，高

い頻度 で行 ってい く必要 があ ると考 え られ る。

 ま た， プ ロジェク ト内 コ ミュニケー シ ョンは，

交互作用効果 を除いた主効果 において も，特許数

に対 してプ ラスの影響 を及 ぼ している。 この点 に

つ いては後述す る。

 2)非 管理職

 管理職と同様に，非管理職にっいて も，研究業

績を従属変数とした重回帰分析を行った。論文数

を従属変数 とした重回帰分析の結果が表8で あ

る。モデル1で は，外部 コミュニケーションがプ

ラスの影響を，内部 コミュニケーションがマイナ

スの影響を及ぼしてる。またモデル2で は，プラ

スの影響 を及 ぼしているのは外部 コミュニケー

ションだけであるが，内部 コミュニケーションに

加え，内部×外部およびプロジェク ト内×内部×

外部がマイナスの影響を及ぼ している。ちなみに

モデル2の 調整済R2は ，モデル1に 比べて0 .05

上昇 している。

 管理職の場合 と同様に，論文のような学術的な

業績をあげるためには，専門的な情報が必要であ

り，このたあ外部コ ミュニケーションがプラスの

影響を及ぼしていると考えられる。また，そのよ

うな学術的な業績をあげるたあには，過度に企業

内の情報をフィー ドバ ックすることはマイナスの

影響を及ぼす。学術的な業績の場合，特許 とは違

い，直接製品化を目指 したものばかりではない。

むしろ， これまでの学術的な研究をふまえ， これ
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表8 研究業績(論 文数)を 従属変数とした重回帰分析：非管理職

年 齢

プ ロ ジ ェ ク ト内 コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン

内 部 コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン

外 部 コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン

プ ロ ジ ェ ク ト内 ×内 部

内 部 ×外 部

外 部 × プ ロ ジ ェ ク ト内

プ ロ ジ ェ ク ト内 ×内 部 ×外 部

定数

調整済みR2

F値

   舌亟 匚 二三■[.モ デル2
回帰係数 t値 」二嘔 霾][⊃ 値
 0.05

 0.07

-0 .35

 0.65

一1
.07

 0.05

 4.90**

2.77** 1  0.04

0.62   1  0.12

2.45*  1 -0.35

2.83**  1  0.85
一 〇.a7

一 〇
.49

0.32

一1
.13

1.78   1 -0.87

0.10

4.78***

 2.60**

 0.90

-2
.46*

 3.30**

一1
.80

-2 .11*

 1.12

-3 .36***

一1 .46

*p<0 .05 **p<0.01 ***p<0.001

N=286

表9 研究業績(特 許数)を 従属変数とした重回帰分析：非管理職

年 齢

プ ロ ジェ ク ト内 コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン

内部 コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン

外 部 コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン

プ ロ ジェ ク ト内 ×内部

内部 ×外 部

外 部 ×プ ロ ジ ェ ク ト内

プ ロ ジ ェ ク ト内 ×内部 ×外 部

定 数

調 整済 みR2

F値

モ デル1

回帰係数 t値 回

0.04 4.26***

一 〇
.03

一 〇
.48

一

0.35 2.47*

0.31 2.83**
一

一

一

    冂 「

一1
.06

〒〒一〒 

一2
.88**

一1

o.os

5.95***

回帰係数

 0.26

-0 .75

 0.35

 5.46
-o .a7

 0.62
-0 .92

-3 .42

モデル2

一11 .28

 0.io

 4.33***

t値

 2.97**

一1 .16

 2.46*

 4.25***

一1
.14

 0.54

-0
.64

-2 .05*

一2 .82**

*p<0 .05 **p<0.01 ***p<0.001
N=286

をさらに発展 させることが直接的な目的となる。

もちろん企業における研究であるからには，たと

え学術的な業績であっても，最終的には製品化へ

貢献するものでなければならない。 しか し，直接

製品化へ結びつ く度合いは，特許に比べて弱 く，

その分企業内情報に振り回されることな く，専門

的な情報に特化 して研究を行う必要性が高 くなる

のであろう。

 内部×外部やプロジェクト内×内部×外部がマ

イナスの影響を及ぼ していることか ら，管理職と

同様に，コンテクストの違うコミュニケーション

を同時に行うことがマイナスの影響を及ぼ してい

る面 もあ るか も しれな い。 しか し，内部 コ ミュニ

ケ ーシ ョンその ものがマ イナ スの影響を及ぼ して

い ることか ら，交互作用 によるマイナス効果 とい

うよりも，内部 コ ミュニケーシ ョンによるマイナ

ス効果の方が大 きい と考え られ る。

 次 に，特 許数 を従 属変 数 と した重 回帰分 析 を

行 った(表9)。 モ デル1で は，内部 コ ミュニケー

シ ョンと外部 コ ミュニケーシ ョンが プラスの影響

を及ぼ してお り，モデル2で は， これ に加えて，

プロジェク ト内 ×内部 ×外部が マイナスの影響 を

及ぼ して いる。また，モデル2の 調 整済R2は ，モ

デル1に 比 べて0.02上 昇 して いる。
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 先述 したとおり，特許のような業績をあげるた

めには，専門的情報に加えて企業内情報が必要と

なる。このたあ，これらの情報を獲得するために，

内部コミュニケーションと外部コミュニケーショ

ンが業績向上 に必要 となる。また，管理職におい

て外部 コミュニケーションが特許数に有意 にプラ

スの影響を及ぼしていなかったことから，特許数

において高い業績をあげている研究者 は，必要な

専門的情報について， 自ら直接獲得 していると考

えられる。

 また，内部および外部 コミュニケーションは，

それぞれ特許数に対 してプラスの影響を及ぼして

いたが，内部×外部は有意な影響を及ぼ していな

い。プロジェクト内×内部×外部にいたっては，

マイナスの影響を及ぼ している。このことは，一・

人の研究者がコンテクストの違 う様々なコミュニ

ケーションを同時に行 うことの難 しさを示 してい

る。原田(1999)は ，専門的情報を組織内部に取 り

入れるゲー トキーパーが，組織内部においてもコ

ミュニケーションの中心となることの難 しさを指

摘 し，このような専門的情報を組織内で活用でき

る情報へ と転換す る役割を担 っている トランス

フォーマーの存在を指摘 している。

 特許数をあげるためには，企業内情報 も専門的

情報 も双方 とも必要 となる。個々の研究者が双方

の情報を同時に獲得できないとすれば，企業内に

おいてそれぞれの研究者が獲得 した情報を再配分

する調整役が別に必要 となる。 このような調整役

を担 っていると考えられるのが管理職である。表

7に おいて，管理職の特許数には， プロジェク ト

内 ×内部だけでな く，プロジェク ト内 コミュニ

ケーションもプラスの影響を及ぼ していた。この

ことは，管理職 は企業内の情報を自ら獲得 してプ

ロジェクト内に供給 しているだけでな く，研究業

績向上に必要 となる様々な情報を調整する役割を

担 っている可能性を示唆 している。高業績の管理

職 の全 て が原 田(1999)の 指 摘 す る トラ ンス

フォーマーであるかどうかはここで確認はできな

いが，少 なくとも業績が高い管理職 は，自らコ

ミュニケーション・ネットワークの中心となり；

情報交流 において積極的な役割を演 じていると考

えられる。

 ③ マ ネ ジメ ン トとコ ミュニケー ション

 こ れ まで の分 析 で， どの よ うな コ ミュニケ ー

シ ョン ・パ ター ンが研究業績 を促進す るのかが明

らか となった。以下で は，管理職 と非管理職 それ

ぞれ にお いて，研究業績 にプラスの影響 を及 ぼす

コ ミュニケ ー シ ョン ・パ ター ンを促 進 す るた あ

に， どの ようなマ ネジメン トが有効 であ るか にっ

いて分析 を行 った。

 1)管 理職

 どのようなマネジメン トが管理職のコ ミュニ

ケーションを促進するのかを確認するために，プ

ロジェク ト内，内部，外部コミュニケーションを

それぞれ従属変数とし，表2の 各マネジメントを

独立変数とした重回帰分析を行った(表10)。 プ

ロジェク ト内 コ ミュニケー ションに対 しては，

「マネジメ ント8：社外や社内の研究者を呼んで

の，情報交換の機会が数多 く設けられている。」が

プラスの影響を及ぼしていた。また内部 コミュニ

ケーションに対 しては，「マネジメント1：研究開

発と製品化が密接に関連 している。」と「マネジメ

ント8：社外や社内の研究者を呼んでの，情報交

換の機会が数多 く設けられている。」がプラスの

影響を及ぼ していた。さらに外部 コミュニケー

ションに対 しては，「マネジメント2：市場や顧客

の情報が頻繁に研究開発に伝えられる。」と「マネ

ジメント10： 社外の研究所 や大学か らの第一線

の研究者の採用が多 い。」がプラスの影響を及ぼ

していた。

 ただし，サンプル数が少ないせいもあり，決定

係数はいずれ も有意でない。従って，分析結果の

解釈には注意を要する。

 企業内外の研究者を呼んでの，情報交換の機会

が数多 く設けられている企業では，研究者が積極

的に情報交流を行 うことが重要であることが認識

されており，職場においてそのような雰囲気がで

きあがっていると考えられる。 このことが，プロ

ジェク ト内や内部コ ミュニケーションの頻度に対

してプラスの影響を及ぼしているのであろう。

 また，研究開発と製品化を密接に関連させるこ

とにより，企業内情報を取り入れなが ら研究活動

を推進 していくことが重要であるという認識を研
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表10 コミュニケーションを従属変数とした重回帰分析：管理職

プロ ジェク ト内 コ ミ
    ー一一一一

回帰係数
一一一一一一 一一 一 一 一

マ ネ ジ メ ン ト 1 0.00

マ ネ ジ メ ン ト 2 0.09

マ ネ ジ メ ン ト 3 o.ol

マ ネ ジ メ ン ト 4 0.06

マ ネ ジ メ ン ト 5 一 〇.14

マ ネ ジ メ ン ト 6 0.15

マ ネ ジ メ ン ト 7 o.oo

マ ネ ジ メ ン ト 8 0.27

マ ネ ジ メ ン ト 9 0.04

マ ネ ジ メ ン ト10 一 〇
.ls

マ ネ ジ メ ン ト11 0.14

マ ネ ジ メ ン ト12 0.11

マ ネ ジ メ ン ト13
 一一 一

一 〇.29

定数 2.71

調整済みR2 0.05

F値 1.03

一一 温

堕 一」
0.03

0.71

0.os

O.44

-0 .93

0.86

0.02

2.16*

0.30

-1 .09

0.sl

1.01

-1 .85

1.91

内 部 コ ミユ ニ ケ ー シ ・ ン
ー1.
外 部 コ ミュニ ケ ー シ ョ ン

回縣 数 ・値 1 回帰係数 t値

0.42 3.21** 0.22 1.50
一 〇
.oi

一 〇
.06 0.37 2.00*

一 〇
.io

一 〇
.84 0.02 0.12

一 〇
.os 一 〇.84 一 〇 .io 一 〇.64

0.03 0.25 0.28 1.60
一 〇
.09 一 〇.64 一 〇.18 一〇ss

一 〇
.os

一 〇
.so 0.10 0.68

0.20 2.39* 0.26 1.31

一 〇.04 一 〇
.43

一 〇
.08

一 〇
.48

0.05 0.42 0.52 2.53*

o.os 0.86 一 〇.03 一 〇
.14

0.03 0.27 一 〇
.03

一 〇
.a7

一 〇 .13 一1
.09    一 〇.07

-r-T

一 〇
.51

o.is 0.35 2.03 2.56*

0.07 0.09

1.41 1.55
一.一一一 一一一.. 一 一一一..一 一 一一..一

*p<0 .05 **p<0.01

N=72

究者にもたせ，内部 コミュニケーションを促進さ

せることができると考えられる。

 外部から一線の研究者を中途で採用 してくるこ

とは，企業内研究者にとって，外部の専門家集団

におけるコンテクス トに触れる機会 となり， これ

が外部 コミュニケーションに対 してプラスの影響

を及ぼす。また，外部の優秀な研究者が同じ職場

にはいることで職場が活性化 し，学術的な業績を

あげるために必要な専門的情報獲得へのモチベー

ションを促進する面 もあると考えられる。

 市場や顧客情報を頻繁に伝えることが，外部 コ

ミュニケーションにプラスの影響を及ぼしている

ということは，一見逆のように思われる。しか し，

企業の研究者が業績をあげるたあには，専門的情

報 も企業内情報 もともに必要であると考え られ

る。従 って，業績向上のために必要 となる市場や

顧客情報がきちんと研究者に伝えられることによ

り，かえって研究者は外部 コミュニケーションに

専念できる面があるのかもしれない。

 管理職の論文数には，外部 コミュニケーション

やプロジェク ト×外部がプラスの影響を及ぼして

いた。従 って，論文などのような学術的業績を向

上させるためには， これらのコミュニケーション

を促進するたあに，企業内外の情報交流の機会を

積極的にもつ，研究活動を推進する上で必要とな

るユーザー ・ニーズをきちんと伝える，そ して外

部の優秀な研究者を積極的に採用 してい くなどと

いったマネジメントを実施 してい くことが有効と

なる。

 また特許数には，プロジェクト内コミュニケー

ションやプロジェクト×内部がプラスの影響を及

ぼしていた。従 って，特許のような企業内業績を

向上 させるためには， これらのコミュニケーショ

ンを促進するために，企業内外の情報交流の機会

を積極的にもつ，研究開発を製品化に密接に関連

させていくなどといったマネジメントを実施 して

いくことが有効 となる。

 2)非 管 理職

 非 管理職 の コ ミュニケー シ ョンに どのよ うなマ

ネ ジメ ン トが影響 を及 ぼ してい るのかを確認す る

ために， それぞれの コ ミュニケー シ ョンを従属変

数，表2の 各 マネ ジメ ン トを独立変数 と した重回

帰分析 を行 った(表11)。

 プ ロジェク ト内 コ ミュニケー シ ョンに対 して，

「マネ ジメ ン ト8： 社 外や社 内 の研究 者 を呼 んで



一 一一工 作 機 械 メ ー カ ー に お け る研 究 者 の 業 績 を 規 定 す る コ ミ
ュ ニ ケ ー シ ョ ン ・パ タ ー ンー 一.一 37

マ ネ ジメ ン ト

マ ネ ジメ ン ト

マ ネ ジメ ン ト

マ ネ ジメ ン ト

マ ネ ジメ ン ト

マ ネ ジメ ン ト

マ ネ ジメ ン ト

マ ネ ジメ ン ト

マ ネ ジメ ン ト

マ ネ ジ メ ン ト10

マ ネ ジ メ ン ト11

マ ネ ジ メ ン ト12

マ ネ ジ メ ン ト13

定 数

調 整 済 みR2

F値

*p<0 .05

N=286

プ ロジ ェク ト

回帰係数一

1 0.09

2 0.03

3 一 〇.06

4 一 〇
.06

5 一 〇.os

6 0.04

7 一 〇
.08

8 0.20

9 0.15

0 一 〇
.09

1 0.03

2 一 〇
.16

3 一 〇
.06

 一 一

3.49

0.06

2.27**

表11 コ ミュニケーションを従属変数とした重回帰分析 ：非管理職

プ・ジ・クト内・ミ3一一 一シ・ン1郷 コミilテ ケーシヲ「 一縣 ヲミユニケ=シ ・ン

1 t値..一腫 帰係数
 1.55

 0.42

-0
.82

-o .ss

-o .7s

 O.54

-1 .03

 2.48*

 2.27*

一1
.21

 0.36

-2
.29*

一 〇.89

 0.15

 0.15

 0.06

 0.10

-0 .06

 0.02

-0 .09

 0.08

 0.02

 0.09

-o .oi

-0 .13

 0.os

          11.79***一 〇.530.144.15***
**p<0 .01 ***p<0.001

t値

 2.36*

 2.28*

 0.95

 1.68
-oso

 O.33
-1 .36

 1.14

 0.37

 1.42
-0 .13
-2 .01*

 1.24

一1 .39

回帰係数

 o.oo

 O.00

-0 .01

 0.03

-0 .06

0.ol

o.oi

O.09

0.10

0.oo

O.23

0.03

0.06

0.57

0.is

5.79***

堕
一 〇
.16

 0.oo

-0
.28

 0.88

-1
.59

0.45

0.32

2.42*

3.37***

0.09

3.44***

 1.03

 1.98*

4.17***

の，情報交換の機会が数多 く設 けられている。」と

「マネジメ ント9：社外の研究所や学会や大学 と

の研究上の交流が奨励されている。」がプラスの

影響を， 「マネジメント12：勤務時間管理が， 研

究者の自主的な判断にまかされている。」がマイ

ナスの影響を及 ぼしていた。内部 コ ミュニケー

ションに対 しては，「マネジメント1：研究開発 と

製品化が密接に関連 している。」と「マネジメント

2：市場や顧客の情報が頻繁 に研究開発に伝え ら

れる。」がプラスの影響を，「マネジメント12：勤

務時間管理が，研究者の自主的な判断にまかされ

ている。」がマイナスの影響を及ぼしていた。外部

コミュニケーションに対 しては，「マネジメント

8：社外や社内の研究者を呼んでの，情報交換の

機会が数多 く設け られている。」，「マネジメン ト

9：社外の研究所や学会や大学 との研究上の交流

が奨励されている。」，「マネジメ ント11：予算や

スタッフの使い方について，研究者の自由度が高

い。」 および 「マネジメント13：研究開発テーマ

の設定は，研究者個人の関心や興味を考慮 して決

められている。」がプラスの影響を及ぼしていた。

 企業内外の情報交流や外部 との研究交流を促進

す るマネ ジメントを行 うことで，コ ミュニケー

シ ョンを積極的 に行 うことが研究活動を行 う上で

重要な ことであ ると研究者 に認識 させ， この こと

が プロジェク ト内 コ ミュニケーシ ョンにプラスの

影響 を及ぼ してい ると考え られ る。 また，企業内

外の情 報交流や外部 との研究交流を行 うことが，

研究 プロジェク トを活性化 させ，結果 と して プロ

ジェク ト内 コ ミsニ ケー シ ョンを活発化 させて い

る面 もあ るか もしれない。

 研 究者 は，勤務 時間管理 について，他 の職 種に

比 べて高 い自由裁量度 を享受 してい ると考 え られ

る。 しか し， あま りに自由裁量度 が高 く，個 々の

研究者 が勝手 に勤務時間 を設定 して しまえば， た

とえ同 じプロジェク トのメ ンバーであ って もすれ

違 いが生 じ，結果 と してプロジェク ト内 コ ミュニ

ケーシ ョンを低下 させて しま うと考 え られる。

 研 究 開 発 を 製 品化 と密接 に関 連化 させ た り，

ユ ーザ ー ・ニーズを頻繁 に伝達す ることは，研究

者の コンテクス トの他部門 との共有化を促進 し，

この ことが内部 コ ミュニ ケーシ ョンにプラスの影

響 を及ぼ してい ると考え られ る。 また， プロジェ

ク ト内 コ ミュニケー シ ョンの場合 と同様 に，勤務

時間管理 の 自由裁量度 を過度 に高め ることは，他

部 門のメ ンバー との コ ミュニケー シ ョンの機 会を
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低下させてしまうと考えられる。

 企業外の研究者 との情報交換や研究交流の機会

を積極的に設けるといったマネジメントは，外部

の専門家 とのコンテクス ト共有化を通 じて，より

一層外部コ ミュニケーシ ョンを促進するであろ

う。

 また，スタッフや予算，テーマ設定に関する自

由裁量度 を高あるマネジメ ントと外部 コミュニ

ケーションの間には，有意な関係がみられる。 こ

れは，これ らのマネジメ ントが研究者の外部 コ

ミュニケーションを促進 している面 もあろうが，

特にテーマ設定にっいて研究者の高い自由裁量を

認めることは，研究の焦点を学術的な業績に向か

わせ，その達成に必要となる専門的情報を獲得す

るために外部コ ミュニケーションを活発化させて

いる面 もあると考えられる。なぜなら，研究とい

う職種に就いている者は，本来的には企業内の業

績よりも学術的な業績を志向すると考えられるか

らである。

 非管理職の論文数には，外部コ ミュニケーショ

ンがプラスの影響を，内部コミュニケーションが

マイナスの影響を及ぼしていた。従って，論文の

ような学術的な研究業績を向上させるためには，

外部との情報交流や研究交流の機会を積極的に設

け，予算 ・スタッフ，勤務時間，テーマ設定など

に関する自由裁量度を高めると同時に，過度に他

部門やユーザー ・ニーズのフィー ドバ ックを行う

ことが控えることが必要になる。

 これに対 して特許数には，外部 および内部 コ

ミュニケーションがともにプラスの影響を及ぼ し

ていた。従 って，特許のような企業内の研究業績

を向上 させるたあには，外部 との情報交流や研究

交流の機会を設 けると同時に，ユーザー ・ニーズ

を頻繁に伝達 したり製品化 と密接に関連 させてい

くなど内部 コンテクストの共有化を促進するマネ

ジメントが必要 となる。また，予算 ・スタッフや

テーマ設定に関する自由裁量度 を高 めると同時

に，過度の勤務時間の自由裁量度を控えることが

必要 となる。

5.結 論

 本 稿 では， どのよ うな コ ミュニケー シ ョンが研

究業績 に影響 を及 ぼすのか， そ してそのよ うな コ

ミュニケー シ ョンを促進 す るたあに はどのよ うな

マネ ジメ ン トが有効 であ るのかについて明 らかに

して きた。本稿 におけ る分析 を通 じて，以下 の こ

とが明 らか とな った。

 第1に ，同 じ研究者が，内部 コ ミュニケー シ ョ

ンと外部 コ ミュニケー シ ョンを同時に高 い頻度 で

行 う ことは難 しい と考 え られ る。内部 と外 部 で

は， コ ミュニケー ションを行 う際に必要 とな るコ

ンテクス トは違 った もの となる。 内部 では企業 内

他部門 と共有化 された コンテクス トが必要 であ る

し，外部 では，企業外 の専門家集団 と共有化 され

たコ ンテクス トが必要 となる。 このよ うな違 った

コ ンテクス トを同時 に持 ち， これを使 い分 ける と

い うことは，非常 に難 しいと考 え られる。本稿 の

分析 において も，内部 と外部， もしくは内部，外

部， プロジェク ト内 のいず れのコ ミュニケー ショ

ンも頻繁 に行 うことが，研究業績 にマイナスの影

響 を及 ぼ して いることが明 らか とな った。

 た だ しこのことは，Allen(1977)が 指 摘 す る

ゲー ト・キーパ ーの存在 を完全 に否定す る もので

はない。Allen(1977)も 指 摘 している とお り，外

部お よび内部 のコ ミュニケーシ ョンに通 じ， プロ

ジェク ト内 にお いて もコ ミュニケーシ ョンの中心

的 な役割 を果 たす研究者 はご く少数 に限 られる。

本稿で の分析 は，重回帰分析 によ り研究者全体 の

傾向をみて いるため， そのよ うなご く少数 の研究

者の存在を見逃 して いる可能性 は否定で きない。

 い ずれ に して も，大 半 の研 究者 は，双 方 の コ

ミュニケーシ ョンを同時 に効果的 に行 うことはで

きない。その一方 で，研究業績 をあげ るためには，

企 業 内情報 も専門 的情 報 も，双 方 とも必 要 とな

る。 そ うであ るとすれば， 集あ られ た情報を整理

して，必要 に応 じて再配分 す るような調整役が必

要 とな る。 この役割 を担 ってい るのが，Allen流

の ゲー ト・キーパーであ るであ る可能性 は否定で

きないが，本稿 の分析 か ら最 も有 力な候補 と して

考 え られ るのが管理職 であ る。管理職 は， 内部お
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よ び外部 の コ ミュニケー シ ョンについて，非管理

職 よ りも頻繁 に行 っていた。 また， プロジェク ト

内 コミュニケー ションを頻繁 に行 うことが研究業

績 にプ ラスに影響 を及 ぼ していた。 さ らに， プ ロ

ジ ェク ト内 と内部 もし くは外部 の コ ミュニ ケー

シ ョンを同時 に行 うことが，研究業績 にプ ラスの

影響を及 ぼ して いた。管理職 の研究業績 の性格 を

考 えれ ば，管 理職 の研 究業 績 が高 い とい うこ と

は，管理職が マネジメ ン トを行 って いる研究 プ ロ

ジ ェク トの業 績 が高 い とい うことで あ る。 っ ま

り，管理職が プロジェク ト内 にお いて情報 の調整

役を行 った り，内部 もしくは外部の コ ミュニケー

シ ョンを通 じて得 られた情報を プロジェク トに伝

え ることが，研 究 プロジェク トの業績向上 にっな

が ってい ると考え られ る。

 工 作機械 メーカー は， これまで国際的な競争 力

を発揮 して きた。 その要 因の一 つ として，他 の組

立加工 メーカー と同様 に， 強力な部 門間連携 によ

り， ユーザー志 向でなおかっ低 コス トな製 品開発

を実現 させ てきた ことがあげ られ る。 このよ うな

部門間連携 を推進す る際 に，管理職 が情報交流 の

結節点 と して重要 な役割 を果 た して きた と考 え ら

れ る。

 こ の よ うな強 み は， 今後 と も日本 の工 作機 械

メーカーは保持 して い く必要が あろ う。従 って，

今後 とも，管理職が情報交流 の結節点 と して重要

な役割 を果た して いけるように， より一層環境 を

整えてい く必要 が ある。本稿で は，管理職が必要

な コ ミュニ ケーシ ョンを とることを促進す るマネ

ジメン トについて明 らか に した。 しか し，管理職

の場合，研究者 として， また組織成 員 と して， 多

くの経験 を積 んで きてい る。従 って，現状 で行 わ

れてい るマネ ジメ ン トも重要 であろ うが， それだ

けで な く， これまでに どのよ うなキ ャ リアを歩 ん

で きたかが重要 な要因 となろ う。従 って今後 は，

管理職 の効果的 な コ ミュニケー ションを促進 す る

要因 と して， キ ャリアに着 目 した研究 を行 ってい

く必要が ある。

 本 稿 の分 析 を通 じて 明 らか に され た第2の 点

と して，研究業績の種類 によ って，必要 となるコ

ミュニ ケーシ ョン ・パ ター ンが違 うとい うことが

あげ られ る。具体的 には，論文 のよ うな学術的 な

業績の場合，外部 コミュニケーションが重要 とな

るが，特許のような企業内の業績の場合，内部 コ

ミュニケーションが重要 となる。 これは学術的な

業績の場合，専門的情報がより重要であり，企業

内の業績の場合，企業内情報がより重要であるた

めであろう。

 このことは，企業 としてどのような研究業績を

重視するかによって，マネジメントを変えていく

必要があるということを示唆 している。工作機械

メーカーの研究開発部門は，今後より一層激化す

る競争環境の中で，付加価値の高い技術 の開発

と，研究開発プロセスのスピー ド・アップおよび

コス ト・ダウンという相反する目的を達成 してい

かなければな らない。 しか し，目的が違えば，そ

のプロジェクトにおいて学術的な業績を重視すべ

きか企業内業績を重視すべきかは違って くる。そ

うであれば，それぞれのプロジェクトがどのよう

な目的で研究テーマを設定 し追求するのかを明確

にし，その目的を達成するために最 も効果的なコ

ミュニケーションを促進するマネジメントを行 っ

ていく必要がある。

 特にこれまで日本の工作機械メーカーは，企業

内情報の共有化には長けてきた。 しかし，今後は

他の技術の基盤となる高度な技術の開発 も行 って

いく必要がある。このためには，企業内情報だけ

でなく，専門的な情報が必要となる。従 って，外

部コミュニケーションを促進すると同時に，そこ

で得 られた専門的情報を， うまく企業内情報と組

み合わせて活用 していくことを促進するマネジメ

ントの必要性がこれまで以上に高まっているとい

える。

 本稿では，工作機械メーカーを中心 に分析を

行 ってきた。 しかし，本稿で得 られた結果の一部

は， これまで国際的な競争力を発揮 してきた他の

組立加工 メーカーにも応用できると考えられる。

この点を確認するために，今後 は業種を拡げて研

究を行 っていく必要がある。

注

1) このデータは，雇用促進事業団(現 ：雇用 ・能力

 開発機構)委 託事業である金属工作機械製造業 ・
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産業雇用高度化推進事業(座 長：国士舘大学梅澤

隆教授)の 一環 として行われた調査から得 られて

いる。
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